基　調　報　告

2007年2月17日

「2.17集会」実行委員会

はじめに

(1)　今、日本社会では、労働者のはたらき方、はたらかせ方に注目が集まり､大きな政治･社会問題となっています。

パートやフリーター、派遣､請負労働者など｢非正規労働者｣が激増し､これと歩調をあわせるように、収入が生活保護基準以下という｢ワーキングプア｣層がひろがり、少子化に拍車をかけています。

多額の税金を投入した地方自治体の「誘致合戦」の結果、運よく電機や自動車の工場が地域に進出しても、雇用される労働者の大半は非正規で、雇用の安定にも税収にもつながらない、地域経済の困難さは一向に解消されないという悲鳴もあがっています。

非正規労働者の増加の一方で、正規労働者には長時間過密労働と不払い労働（「ただ働き残業」）が押し付けられ、成果のみが求められる人事管理とも相まって、いのちを削り、病み、過労死、自死する労働者が後をたちません。

(2)　これらの深刻な事態の背景には、国際競争力強化を金科玉条に、コスト削減に狂奔する多国籍化した日本の大企業の横暴と、大企業の主張を受け入れ、「雇用の流動化」や「労働時間の弾力化」などの規制緩和を進めている政府の施策があります。

大企業の横暴はとどまるところを知らず、不十分な現行法すら順守せず、偽装請負、違反派遣が常態化し、2005年までの3年間に5161社で851億円もの残業代未払いが摘発され是正指導がおこなわれています。

しかし、財界・政府は、それらの違法行為を反省し根絶に向かおうとするのではなく、その｢合法化｣を意図した労働法制のさらなる改悪を狙い、通常国会に関連法案を提出し、引き続き「労働ビッグバン」の名による労働者保護規定の骨抜きも狙っています。

(3)　そのような財界の横暴や政府の悪政に、労働者・国民は黙しているわけではありません。労働者の職場、地域のたたかいや、国会での政府追及との連携などもあって、06年秋に焦点を絞っても、偽装請負を社会問題化させ、その是正が一定程度前進させてきています。

また、偽装請負の告発が、違法行為を繰り返す大企業は信頼できないとする世論を高め、ホワイトカラー・イグゼンプション制が「残業代ゼロ法案」であることを社会的に浸透する「力」となり、一時的とはいえ、同制度導入の悪法提出を押しとどめる一因になりました。

たたかいの中から明らかになってきていることは、偽装請負やただ働き残業の強制など、大企業の無法の実態を社会的に告発し、その是正を求めるたたかいを労働組合が組織することの重要性です。そして、労働組合のたたかいを基軸に、地域社会を巻き込んで企業や行政を包囲するとり組みに発展させていくことの大切さです。

(4)　非正規労働者の増加が国民年金保険料の未納者増の原因となり、非正規労働者の増加や長時間過密労働の深刻化が少子化の要因となっていることなども明らかにしながら、偽装請負やただ働き残業の無法を糾す世論を高め、人間らしく生き働くための「働くルールの確立」を求める声と運動を強めていくことが求められています。

そして、このようなたたかいが、新自由主義改革を進める財界・政府との対決軸になっている、この間のたたかいはそのことも明らかにしてきています。

この集会は、以上のような状況認識と問題意識から、一斉地方選挙･参議院選挙という二大選挙を目前に、雇用と労働時間の問題を中心に、現状、政府・財界の攻撃の現段階、労働者の貧困化がもたらす地域経済への影響などを改めて確認し、職場と地域のたたかいを交流し、大企業の横暴をはね返す国民共同のたたかいの展望を切り拓くことを目的に、問題意識を共有する団体が集い、参加を呼びかけたものです。

　集会の成功にむけ、参加の皆さんの最後までのご協力をお願いします。

１　政府財界が進める働くルール破壊攻撃の現段階

(1)　2007年1月1日、日本経団連は、「希望の国、日本」というタイトルの政策提言を発表しています。グローバル化のさらなる進展や、人口減少と少子高齢化の進行が予測される日本経済を成長軌道に乗せ続けていくための政策要求課題として、「道州制の導入」、「労働市場改革」も求めています。

交付税の減額、補助金の廃止・削減を前提とする道州制は、地域間の経済格差の固定化を前提に、自己責任、自立を地方に迫るものに外なりません。そのことは、現状でも厳しい地方の雇用状況にさらなる悪影響を及ぼし、格差拡大の要因となることは必至です。

日本経団連が求める労働市場改革の内容は、職業紹介事業への民間事業者の参入拡大、労働者派遣、請負労働の規制「改革」、有期雇用契約の拡大、裁量労働制の拡大、ホワイトカラー・イグゼンプションの推進であり、不安定雇用と「ただ働き」の拡大、「合法化」に外なりません。

そのような政策提言の意図が、大企業での労働分配率のもう一段の引き下げによって多国籍企業の国際競争力強化を図ろうとしている点にあることは明瞭です。

(2)　見過ごすことができないのは、日本経団連のこのような政策提言を政府の施策として具体化する動きが、これまでより露骨に強まっていることです。

　日本経団連会長の御手洗冨士夫氏など経済財政諮問会議の4人の民間議員は、1月18日の同会議に、「平成19年の諮問会議の課題」と題するペーパーを提出し、「ワーク･ライフ･バランス実現」などの労働市場改革（労働ビッグバン）を「主な政策課題」に挙げ、6月を目処に取りまとめるとしている「基本方針2007」に盛り込むことを求めています。

　また、経済財政諮問会議の論議を経て、1月25日に閣議決定された中期的な政策目標「日本経済の進路と戦略」でも、成長経済の継続に不可欠だとの位置づけで「生産性向上のとり組み」を掲げ、その所要課題に「労働市場の抜本的改革」を挙げています。

　これらのことでも明らかなように、財界による政策決定過程の「乗っ取り」がより深化し、経済財政諮問会議などの政府機関を通じて、日本経団連の政策提言を直接的に具体化する動きは、従来よりも露骨になっていると言えます。

(3)　すでに政府は、開会中の第166回通常国会に、労働法制の大掛かりな改定法案を提出する準備を進めています。

財界が求める労働市場改革を先導する法案準備にかかわって、「残業代ゼロ法案」とする労働者の批判の強まりから、選挙を意識した政権与党がホワイトカラー・イグゼンプションや裁量労働制拡大などの労働時間規制の「改革」（緩和）については通常国会への法案提出を断念し、先送りにするとしています。

しかし、就業規則の改定で労働契約に内容を一方的に「変更」できる労働契約法案、極めて厳格な要件のもとでの「差別禁止規定」を規定しただけで実効性に疑問のある「パート労働法改正法案」、生活保護との整合性を明記した「最低賃金法改正法案」、雇用保険への国庫負担金を切り下げる「雇用保険法改正法案」などの提出は、当初の目論見どおり進められています。

また、労働者の老後の生活保障とかかわる年金制度について、週20時間以上働くパート労働者の厚生年金への加入を義務付ける「厚生年金保険法改正法案」も準備されています。　　　

(4)　壊れはじめている労働者保護のセーフティ・ネットの「一部補修」を先行させ、財界の求める労働法制の抜本的な改悪（労働ビッグバン）に対する労働者の警戒心を解こうとでも言うような法案提出予定の状況です。先にも述べているように、雇用、労働時間規制の「改革」（緩和）を求める財界の要望は露骨であり、いささかの油断もできない状況に変化はありません。

　しかし、このような財界・政府のあらたな労働法制改悪の攻撃は、次に述べる労働者のくらしやはたらき方の現状を無視している点で矛盾と問題点を持ち、労働者・国民の反撃を軽視している大きな弱点を有しています。

２　90年代後半から急速に悪化してきた労働者のくらし、働き方

(1)　1995年5月、当時の日経連が発表した「新時代の『日本的経営』」と題する文書は、終身雇用、年功賃金の日本型労務管理を否定し、正規社員から非正規社員にシフトする「雇用改革」を打ち出しました。

　不況を乗り切るため、という口実で、多くの企業が非正規社員の雇用を増加させ、正規社員のリストラを進めました。また、生産性の向上も口実に、残された正規社員には裁量労働制や年俸制などの労働時間、賃金制度の改変も織り込んだ成果主義、ノルマ管理が徹底され、ただ働き残業が深刻化しました。

　企業でのそのような労務管理の変更を後押ししたのが、1998年の労働時間法制改悪、1999年、2003年の労働者派遣法の改悪などでした。

　まさに、政府と財界が一体となって、非正規労働者を増加させ、長時間過密労働とただ働き残業を深刻にしてきたのが、1990年代後半からの10年だといえます。

(2)　労働者のはたらき方の変化は、次のようなデータからも明らかです。

　1994年には3805万人いた正規労働者は、2006年には3340万人と約460万人も減少しています。その一方で、非正規労働者は同時期に、971万人から1663万人と約690万人増加しています。正規労働者と非正規者労働者の「入れ替え」が進んだことは明らかです。

　非正規労働者の中でも、派遣、有期契約などのフルタイムで働く非正規労働者は、1994年の171万人が2006年には542万人に約370万人も増加しています。労働者の3人に一人は非正規労働者であり、労働者の10人に一人はフルタイムで働く非正規労働者という状況となっています。

　これらの数字を見ただけでも、非正規労働者は「臨時的、一時的業務に従事している」といえる状況から程遠くなっており、非正規労働者が職場を支える状況が、あらゆる産業分野に広がっていることを伺わせています。

(3)　また、政府統計でも、間接雇用である請負労働者は86万人、派遣労働者106万人となっています。派遣労働者について言えば、1999年に労働者派遣法が改悪され、それまでは26業務に限定されていた派遣労働対象業務が原則自由化された結果、急増してきています。

　非正規労働者の割合を高める企業の「言い分」は、「労務コスト削減のため」がダントツの割合を占めています。また、派遣労働者を受けいれる理由として、「必要な人員の迅速な確保」と「コストが割安なため」というのが上位を占めています。

　企業にとっては、非正規労働者の活用が、賃金単価の引き下げや社会保険の使用者負担軽減などの総人件費抑制に繋がるという意識が蔓延しているのです。

　派遣労働者など間接労働者を受け入れる企業は、直接的なコストカットと同時に、必要な人材の育成費用や、労働組合との対応などの労務費をカットする意味でも、その効果を「期待」しているのです。

　このような「期待」は、結局のところ「雇用主責任の空洞化」を招き、偽装請負などの違法行為への抵抗感を薄くしているものと考えられます。

(4)　非正規労働者の増加が、労働者の貧困化を招く要因になっていることをうかがわせる状況がいくつも明らかになっています。

05年度に約143万人が生活保護を受けていますが、前年度と比較して20歳代での増加傾向があらわれています。90年代後半から、年収300万以下の給与所得者が増加し、OECDの調査では、平均的な世帯所得の半分以下の世帯割合は、日本は15.3%とアメリカに次いでワースト2です。2005年の調査で、一切の貯蓄を持たない世帯は23.8%にのぼり10年間で倍増し、国民保険料の滞納世帯は、2004年度で461万世帯にのぼり、保険証を使えない「無保険者」は、全国で30万世帯にのぼっています。同年度の修学援助利用件数は133万件、多重債務者200万人、ホームレス「3万人」、無年金者「予備軍」1000万人など、多くの指標が、90年代後半からのこの国の急速な貧困化の状況を明らかにしています。

(5)　厚生労働省が、2004年4月に出した「4.6通達」は、勤務時間管理の徹底で長時間労働の縮減を図るとともに、「ただ働き残業」の是正を目的とするものでした。

しかし、2004年の政府統計でも、週60時間以上働く労働者は、20代後半で23%、30代前半で26%、40代前半で25%などとなっています。中央労働委員会の調査では、月100時間以上残業する社員がいる企業（資本金5億円以上）は3社に1社にのぼることが明らかになっています。

　非正規労働者が増加する一方で、長時間過密労働はさらに深刻となっており、過労死による労災請求なども増加傾向にあることが明らかにされています。

　厚生労働省が2006年11月に実施した「サービス残業」の相談でも、残業代がまったく払われていないものが4割にのぼったと公表されています。

　2005年度に、厚生労働省が是正指導を行った事案だけでも、1543社・232億円の不払い残業があったことも明らかになっています。

(6)　労働時間管理の徹底が呼びかけられても、企業は、長時間労働の是正にも、残業代支払いにも消極的であり、ただ働き残業の違法行為をおこなってまでも、人件費コストの削減に血道をあげているといっても過言ではありません。

　過労死におびえる長時間過密労働の働き方の道か、それとも貧困に脅える非正規労働者の道か、労働者だけでは選びようのない「二つの道」に追い立てられている、それが労働者のおかれている現状です。

　日本経団連が2006年12月に明らかにした「経営労働政策委員会報告・2007年版」には、次のように記述されています。「現行の労働基準法にもとづく労働時間規制は・・・企業や働く者のニーズの変化に対応していない」、「正規従業員として必要な資質・能力を持つ非正規従業員に対して、本人の希望を勘案し、・・・個別企業の実情に応じた判断を行なう必要」、「雇用形態の転換を法的に強制することは適当でない」と。

３　大企業の無法への反撃のたたかいが前進

(1)　JMIU、全労連・全国一般などが、光洋シーリング・テクノや、松下プラズマ・ディスプレイ、協和メンテナンスなどでの偽装請負や違法派遣を告発したとり組みが契機となり、マスコミがその問題を大々的に取り上げる中で、厚生労働省は9月に「偽装請負の是正指導強化」の通達を発出しました。

　この通達をうけて各労働局では、2006年10月、11月を「請負・派遣適正化キャンペーン」をとり組み、例えば、派遣会社・コラボレートに対して、大阪労働局が、偽装派遣を理由にした業務停止と改善命令を出す事態もおきています。

　さらに、請負委託元の企業の社員を請負企業に出向させていた松下プラズマ・ディスプレイや、請負企業の社員を出向の形で受け入れていた日野自動車の実態を「偽装出向」として職安法違反の指導を関係労働局がおこなう事態も生まれ、違法、脱法行為の是正をせまる行政指導が強められています。

　このような中で、11月には、日亜化学工業（徳島）で、JMIUとの交渉協議も経て、請負労働者1600人の直接雇用の合意が成立するという画期的な事例も生まれている。

(2)　大企業での偽装請負などを告発する上で、ローカルユニオンや個人加盟労組が「社会的労働運動」を強め、地域にある企業に対しても大きな影響力を発揮してきたことを軽視することはできません。

松下プラズマ・ディスプレイでは地域ユニオンに入った吉岡力君がたたかいに立ち上がり、大分では、請負大手の日研総業からキヤノン大分工場に派遣されていた女性が、求人広告では月収23万円だったのが実際の手取りは12万円という実態への怒りから、大分地域労組へ入ってたたかう決意をかためました。　

一人の労働者の勇気とそれを支える組織の存在が、例えばキヤノンで社長直属の外部要員適正化委員会が設置され、請負労働者2万人以上の偽装請負の働き方を改善することを打ちだされる契機となったことの確認は必要です。

(3)　2003年4月から、製造業における労働者派遣事業が認められたことも、派遣労働者の増加と同時に、偽装請負をより広げる要因になったとも考えらます。

　請負も派遣労働も、自らが直接雇用しない労働力を使用して製造等をおこなう「間接雇用」である点に変わりはありません。請負であるためには、「労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を（請負元）自らがおこなうこと」などが要件となっています。この要件を欠き、請負先の企業が業務指示をおこなうような事例が、偽装請負となるわけです。これは、労働者供給事業を原則禁止している職業安定法第44条をふまえたものです。

しかし、現実には、業務請負＝労働者供給という実態は少なくなく、製造業だけでなく、例えば「国交省所管の5法人、職安法違反で是正指導」（2006年10月5日・朝日新聞）の報道にあるように、官民問わずに広がっている現状があります。

　東京など1都6県の労働局が、2006年10月、11月の2ヶ月間におこなった指導監督664件のうち、業務請負関係で227件、派遣事業関係で159件、合計386件の是正指導がおこなわれたことが公表されています。約6割に何らかの違法があったことになります。

(4)　請負ならばいくら契約を継続しても当該労働者との間では直接雇用義務が発生しない、しかし派遣労働だと、これが偽装請負を蔓延させる一つの要因になっているのかもしれません。あるいは、2003年の労働者派遣法の改悪で、いわゆる｢限定26業務｣については、期間の制限なく同一業務に派遣労働を利用できるようになったことから、他の業務でも同様の扱いを求める企業サイドの声が高まり、法遵守意識を希薄にさせているのかもしれません。

　しかし、重要な問題は、1985年の労働者派遣法の成立にともなって、偽装請負は労働者派遣法違反だとする見解に固執し、請負先（ユーザー）責任が追及できる職業安定法違反（労働者供給行為）の適用を避け続けている行政指導の実態にあることが明白になっているということです。偽装請負を告発した労働者、労働組合からは、「適法な派遣」や「適法な請負」への是正指導はおこなわれるものの、派遣先企業の責任が一切追及されないことへの不満が出されている根底には、このような行政の現状があります。

　また、派遣先企業が100%出資する子会社を派遣元にして、実態は派遣先との雇用関係がうかがえるにもかかわらず、派遣契約を偽装する違法派遣での裁判等も散見されるようになってきました。

あるいは、「請負や派遣から直接雇用に変わったが、有期雇用で雇用の不安定さは変わらない」、「1年間は派遣、その後3ヶ月は有期雇用、そして再び派遣という脱法的な雇用関係が繰り返されている」などの相談も後を絶ちません。

偽装請負に対する社会的な批判が高まり、行政指導も強まる中で、規制の網をすり抜ける企業の動きも「活発」化していると考えられる状況です。

(5)　先述しているように、労働時間管理の徹底やサービス残業の根絶を迫る行政指導が強められている状況にあります。

文部科学省の実態調査では、小学校では19.7％、中学校では22.5％の教員が過労死基準の80時間を超える残業が明らかになっています。

　また、2001年時点の統計比較で、労働者が実際に働いたとする時間と使用者が労働者に働かせたとする時間との間には、年間約370時間～190時間ほどの格差、つまり未払い労働時間（サービス残業時間）が存在しているとする推計もおこなわれています。

厚生労働省の2004年度の調査では、残業時間が労働基準法の上限である年間360時間を超える事業所が7.3％になり、前回調査の2002年度を0.3ポイント上回ったことが判明しています。労働時間の長時間化傾向がみうけられ、したがってただ働き残業も減少の方向には向いていないことが推定されます。

このような中、牛丼チェーン「すき家」（ゼンショー）で働く青年アルバイターが、首都圏青年ユニオンに結集し、1ヶ月の変形労働時間下でのただ働き残業を告発し、6000人の青年労働者に残業代を支払わせるという成果を勝ちとることになりました。

　民間職場でも公務の職場でも、非正規労働者にも、長時間労働とサービス残業が蔓延しているという深刻な状況です。

４　たたかいを強めて偽装請負、ただ働き残業などの無法根絶を

(1)　2006年のILO総会では、雇用関係が議題となりました。その中心の争点は、税金や社会保障上の義務と雇用責任を免れる目的で雇用関係を現実と違うように見せかける「偽装された雇用関係」（例えば、短期の雇用契約の更新や違法派遣など）と、請負や派遣などの「三角形の雇用関係」の問題でした。総会の勧告では、労働者保護を目的とする法整備などを各国に求めるものとなっています。ただし、この勧告には、日本も含め、「（勧告は）経済のグローバル化のもとでの多様な労働のニーズに応えていない」とする使用者側の反発も強かったといわれています。

偽装請負問題にかかわって、「請負法制の不備」を日本経団連などが主張したのは、このようなILOでの動きとも無関係ではないと思われます。

(2)　1999年の労働者派遣法改悪は、ILO181号条約（民間職業仲介事業所条約）も契機になっているといわれています。

その181号条約では、人材仲介業の活用と同時に、間接雇用の拡大に伴う労働者保護の整備を求めています。

具体的には、①結社の自由の権利と団体交渉権の保障、②均等待遇、差別禁止、③個人データ、プライバシー保護、④外国人労働者保護、⑤派遣労働者保護のための責任の明確化、などとなっています。

　前記の勧告も含め、派遣、請負労働にかかわる国際労働基準の動向をふまえることは、偽装請負を無くしていくための大きな手がかりをつかむことになると考えます。

　実際、①派遣先の「雇用者（使用者）責任の明確化」、②雇用形態による差別取り扱いの禁止、③外国人研修制度における労働者保護規定の適用、④労働者派遣法の改善、などは、労働諸法制の全面的な論議が始まっている今の運動上の課題になってきています。

(3)　財界が、労働ビッグバンの動きを強める中で、その中心的な課題と位置づけられていた「ホワイトカラー・イグゼンプション」制の新設を一時的とは言え政府に断念させたことは、たたかいの大きな到達点です。

その要因は、深刻な長時間過密労働の実態を克明に明らかにし、ただ働き残業を強制する企業の無法を告発し、現行法制のもとでの最大限の規制を行政当局に迫るとり組みなどの積み上げがあったからに外なりません。

同様のことは、偽装請負を社会問題化させ、行政当局に規制の徹底をおこなわせたたたかいの経過でもいえます。

　このような実態をもとにした違法、無法の告発は、横暴を強める大企業と大企業の要望に応えた行政運営をおこなおうとする政府を追い詰めるためにも決定的に重要です。

そのようなとり組みをさらに強めるためには、たたかいを組織し、立ち上がる労働者を支える組織、労働組合の存在が不可欠であることも経過から明らかです。官民問わずに、偽装請負やただ働き残業が露見している状況に目を向け、非正規労働者を労働組合に迎えるとり組みの強化が求められています。

　同時に、現行制度の下でも可能な規制の徹底を求め、指導に消極的な行政をさらに追及する国民世論をたかめることも求められています。労働時間管理が必ずしも徹底しない現状の克服、長時間労働の是正を迫る世論の喚起、偽装請負を根絶させる目的での通達見直し、などは緊急に改善がせまるべき課題です。

(4)　今、通常国会に提出が予定されている労働諸法制「改正」法案とかかわって、改善要求も対峙した国会闘争を強めることも重要です。

　労働基準法「改正」では、8時間労働の原則の確認と徹底を迫り、時間外労働の上限規制強化や割増賃金の全面的な改善、管理監督者の範囲の明確などを求めることは、ただ働き残業をなくすとともに「ホワイトカラー・イグゼンプション」制の息の根を止めるとり組みです。

　登録型派遣の原則禁止や、勤続1年で派遣先企業に直接雇用責任が生じさせるなどを内容とする労働者派遣法改正をせまり、短期の有期雇用の繰り返しを規制する労働基準法の改正を迫ることは、偽装請負を直接的に規制する課題です。

　最低賃金法を改正し、生活保護基準にも目をむけて、当面時給1000円未満の賃金をなくすための規制を強めるとともに、全国一律最低賃金制を求め、雇用形態による差別取り扱いの禁止、賃金・労働条件の「均等待遇」を労働基準法などに明記させることは、コストカットを目的にした非正規労働者への切り換えを抑制する上での重要なポイントになっています。

(5)　大企業の多くが、史上空前の利益を計上する状況が続いています。大企業はその儲けを労働者や下請け企業に還元するのではなく、投資と株主配当、役員報酬などに振り向けています。その結果、国内の需要は冷え込んだままであり、一部の大企業がわが世の春を謳歌するもとで、労働者はもとより中小・零細企業、自営業、農民、漁民のくらし・経営は冷え込んだままです。

　大企業が高収益を上げ続ける最大の要因とも言える正規労働者の非正規労働者への切り換えと成果主義賃金ともあいまった「ただ働き」長時間労働の是正をせまり、「安心できる雇用」をはじめとする働くルールの確立をめざすことは、格差と貧困を是正し、大企業のぼろ儲けの還元をせまるたたかいです。

　その点を一致点に、90年代後半からの大企業のリストラ攻撃と小泉構造改革で壊され続けてきた「働くルールの再確立こそ労働者・国民のくらしを守る緊急の改革課題」の声と世論を高め、財界・政府の労働法制改悪、労働ビッグバンの攻撃をはね返す国民共同の前進が今こそ求められています。

以　上
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